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□本学の特徴ある取組み□ 

とちぎ医療機器産業振興協議会 
国際医療福祉大学技術情報交流会 

医療・福祉・介護の現場のニーズ紹介 

「はじめに」 

国際医療福祉大学 学長  北島 政樹 

昨年の 7 月に本大学学長に就任し，学長職の一環として東芝を初めとする企業を訪問したが，栃木にはこれだ

け多くの有名企業が進出していることを始めて知った。 

そして 2009 年 3 月に栃木県が主導して中小企業が経営する医療機器産業を活性化する為に「栃木医療機器産業

振興協議会」が発足し，三医療系大学と連携して「医療情報交流会」が企画された。すでに自治医大，獨協医大

とは交流会が終了し，本年は本校が当番校となった。“地域の活性化をめざして”というテーマですでに昨年，

私は矢板市と大田原市の各市長から講演依頼を受け，地域の活性化に対する私見を述べた。その中で基本理念は

医工連携，産官学連携の重要性と必要性であり，山本澄子教授の地域と密着した動作解析に基づいた装具の成功

例や，私の前任地におけるロボット手術に関する医工，産学連携の経験を紹介した。さらに過去の大河ドラマと

地域の活性化からみて大田原市に於いては那須与一の大河ドラマ化などを提案した。 

さて，情報交流会は飯沼一浩研究協力センター長を中心として各学科代表からなる委員会が綿密な計画を立て，

自治医大，獨協医大にない本学の特徴を企業に示し，成功裡に導いてくれた。本交流会の目的は飽く迄，大学の

研究シーズを製品化する為に，企業とマッチングを成功させ共同研究・開発を推進することであった。その成果

は企業から 7 件の問合せがあり，すでに共同研究に至ったシーズも見受けられた。 

医工・産官学連携の理念は，実は私には目新しい事ではない。32 歳の時にボストンのハーバード大学，マサチ

ューセッツ総合病院（MGH）に留学した時からその理念はすでに培われていた。MGH はチャールズ河を挟んで

対岸に MIT（マサチューセッツ工科大学）があり，両施設は常に医工連携を積極的に推進していた。その一例が

熱傷患者の治療に対する人工皮膚の研究であった。1991 年，母校の外科主任教授に就任した時には，今後 10 年先

の外科学の展開を予測し，移植外科，ロボット・内視鏡下手術，外科腫瘍学の三本柱を教室のテーマとし，優れ

た若き人材の叡智を結集し，臨床・研究を推進してきた。 

特に内視鏡下手術は従来の開腹（胸）手術と大きく異なる為，低侵襲という大きな利点を生かしつつその欠点

を克服すべく理工学部・企業と共同研究を進めた。まず 初に CCD カメラを 3 台用いて手や腕の手術における動

作の違いを示すために，動作解析を施行した。 

さらに内視鏡下手術の画像を三次元化する為に企業とヘッドマウントディスプレイや三次元化内視鏡の製作を

行い，内視鏡支援ロボットの遠隔操作化などを行い成功した。このような矢先に米国の“LIFE 誌”にメディカル・

ミラクルとして手術用ロボットが紹介され，我々は大きなカルチャーショックを受けた。しかし将来の方向性は

これだと思い，2000 年の 4 月に第 100 回日本外科学会を主催した時にアジアで 初に手術用ロボット（ダ・ビン

チ）を導入し，大学病院手術室，東京国際フォーラム，マウントサイナイ病院（ニューヨーク市），川崎市立病

院を回線で結びライブ手術を実現した。これも医工・産官学連携の成果であった事は疑う余地もなかった。さら

にダ・ビンチの鉗子の先端には触覚がない為に，理工学部と共に二台のリニアモーターとコンピューターを用い，

バイラテラル・コントロールシステムによる触覚を作り出すことに成功し，この触覚を 20km 離れた医学部と理工
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学部間において，触覚の転送にも初めて成功させた。 

このような研究背景を持っていた私にとって，本大学学科のもつ研究シーズには以前より興味があり，一昨年

にはロボット工学とリハビリテーションの融合を行い新しい，リハビリテーション学を確立する為にトヨタ自動

車のロボット研究所を本学のスタッフと共に見学させていただいた。 

このように産官学の連携を推進するためには支援組織の構築が重要であり，勝俣学科長（放射線・情報科学科）

を産学連携推進室長とし学科からの委員と共に今後，その機能として知的財産権やシーズの製品化までの支援を

推進したいと考えている。 

さらに大田原市津久井市長の当選お祝いの訪問の際に産官学連携が市の活性化を生み出すと提案したところ，

早速，第一回目の市主催の産官学連携推進協議会が 5 月 28 日に開催され，大田原赤十字病院，栃木県産業振興セ

ンター，関東産業経済局等からの委員が参加し，医工連携，産官学連携の在り方，大田原市の農業の発展の為の

産官農連携など幅広いテーマで議論が行われ，本大学に対する期待の大きさを感じた。 

今後，国際医療福祉大学は多くの優れたシーズを発掘し，それを産学連携推進室と共に育成し，栃木県，大田

原市などの産官学連携の推進拠点になる事を本学の皆様に強く期待したい。 

 

 

国際医療福祉大学技術情報交流会の企画 

研究協力センター  飯沼 一浩 

2009 年 3 月に，産･学･官の連携により主として中小企業による医療機器産業の振興を目的として，「とちぎ医療

機器産業振興協議会」が発足した。その事業の一つとして，医療系大学が主催する「技術情報交流会」が企画さ

れ，昨年の自治医大，獨協医大についで今年 2 月 3 日に本学でも開催することとなった。 

本学には，医療に限らず福祉･介護の現場があり，そこには“こんなことで困っている”“これを何とかしてほ

しい”“こんなものがあるとよい”といった様々な現場のニーズがあるので，各学科から実行委員を選出してこれ

らのニーズを調査し紹介することとした。 

協議会のメンバーである中小企業の社長さん達は，とくに医療･福祉･介護の現場を知る機会がなく，本学との

交流もなかったため，学科見学会，現場のニーズ紹介，交流懇親会の 3 部構成とした。（技術情報交流会プログラ

ム参照） 

参加者は企業 44 名，県関係者 14 名，本学 20 名で，見学会，ニーズ紹介，懇親会いずれも企業の方には新鮮な

経験となり，その後 7 件の問合せがあってすでに共同研究を開始したテーマもある。事業化の条件は大変厳しい

ので，今回の結果がすぐに産業振興に貢献するとは考えられないが，今後も本学が豊富に抱える現場のニーズを

発掘して，医療･福祉･介護の専門家と企業との協力により，1 件でも実用化されるものが生み出されることを強く

期待する。 

北島学長には，企画段階から熱心にご指導いただき，ニーズ紹介，懇親会の 後まで参加して頂きました。発

表者の方々には，国際医療福祉大学病院その他の現場の協力のもとに，アンケートや聞き取り調査によるニーズ

調査という全く新しい試みに努力され，一人 13 分の発表も貴重な内容で大変分かりやすいものでした。また，総

務課の菊地勝博，河口祥隆，川野研，他の方々，高市守氏にも熱心にご協力いただきました。心からお礼申し上

げます。 
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国際医療福祉大学 技術情報交流会プログラム 

【第 1 部】学科見学会 （15:00-15:40） 

【第 2 部】医療･福祉･介護の現場および現場のニーズ紹介 （15:50-18:30，E-101） 

1．あいさつ 北島政樹  学長 

 柳川 隆  協議会会長 

2．医療･福祉･介護の現場および現場のニーズの紹介 

看護学科 横山重子  教授 

理学療法学科 朝原早苗  講師 

作業療法学科 谷口敬道  教授 

言語聴覚学科 内田信也  講師 

視機能療法学科 四之宮佑馬 助教 

放射線・情報科学科 横塚記代  研究助手 

医療福祉マネジメント学科 須藤昌寛  講師 

薬学科 横山秀克  准教授 

3．医師からのニーズ･提案 

国際医療福祉大学病院 村上厚文  教授 

国際医療福祉大学塩谷病院 竹田明彦  教授 

【第 3 部】交流懇親会 （18:30-19:30，那須アスリーナ） 

 

 

 
現場のニーズ紹介 学長のご挨拶 
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看護師が望む看護用具の開発・改善 

看護学科  横山 重子 

Ⅰ．はじめに 

臨床現場では看護師が業務遂行する中で，看護用具

の開発と改善を試み患者への支援を行っている。とこ

ろが，患者一人ひとりの問題解決はできても，改善し

た看護用品は商品化にはいたっていない現状がある。

商品化にいたる企業との連携システムがないこと（鈴

木 2004），コストの制約，患者個々のニーズに沿った

製品のため一般化できない等が考えられる。 

このたび，医療ニーズと技術シーズ等の情報交流を

図り，製品化に向けて「とちぎ医療機器産業振興協議

会 技術情報交流会」が開催された。その一歩として，

臨床で働く看護師の看護用具・医療用具に関する要望，

課題の実態を知ることを目的に調査を行った。その結

果を報告する。 

 

Ⅱ．方法 

急性期一般病院，リハビリテーションセンターなど

3 つの病院に勤務する看護師 7 名に，平成 22 年 1 月に

聞き取り調査を実施した。調査は，看護部長に文書と

口頭で調査協力の依頼し承認を得，対象者を推薦して

もらった。対象者へは，倫理的配慮から口頭で個人の

プライバシーが侵害されることは決してないという説

明をした。聞き取り項目は，①看護業務遂行にあたり，

改善して欲しい用具と問題点，改善点。②看護用具に関

する問題をどのように解決しているか。③開発して欲し

い用具（夢のようなものも含む）の 3 項目であった。 

方法は病院・施設の個室で 1～2 名に，2 時間聞き取

りをした後，病棟等で看護用具・器具を実際にみなが

ら再度聞いていった。 

 

Ⅲ．結果 

ヒアリングの結果，寝衣や便器等の用具から人工呼

吸器の治療機器，用具の保管・管理，防災に関するも

のまで幅広く 17 の声がでた。これらを看護業務内容の

視点から，①食事・排泄・清潔に関するもの，②活動・

安静に関するもの，③治療・処置に関するもの，④計

測・測定に関するもの，⑤感染予防に関するもの，⑥

管理・その他の 6 つの領域に分類した。（表 1） 

 

Ⅳ．考察 

今回，一般病棟に勤務する看護師よりも，難病患者

やリハビリテーションを必要とする患者が入院してい

る病棟で勤務する看護師からの声が多かった。看護師

の業務は，傷病者や妊産婦の日常生活行動の支援と診

療補助である。すなわち，患者さんが自分の健康にプ

ラスになるように生活行動の援助を行うことである。

患者のプラスに真剣に向き合っているからこそ，表 1

のような日常頻繁に使用するものや，細やかな看護用

具の開発・改善の要望が出されたと考える。 

希望や提案された看護用具・医療用具の共通点とし

ては，操作性・使いやすさ，外観であった。ベッドや

吸引器の保管・管理の面にも視線が注がれていること

は，臨床現場の課題である事故防止，安全が反映され

ていると考える。新たな看護用具の開発の提案はみら

れなかったが，看護師はコスト面を考慮して既存の商

品を創意工夫し，日常看護業務を遂行している実態が

窺える。 

 

Ⅴ．結論 

看護用具の改善は，患者の QOL の向上，事故防止，

看護師の業務負担の軽減の面から検討が望まれる。今

後は，「とちぎ医療機器産業振興協議会」の会員と共に，

具体的に商品モデルの構築をめざしていきたい。 

 

文献 
鈴木里利ら，2004，看護用具開発における産業との連携シス

テムの構築に関する研究，平成 15 年度慶応義塾大学 SFC
研究所プロジェクト補助報告書 

吉本照子ら，2004，看護用具・用品の開発の実態と健康支援

の観点からみた課題，病院管理，41(4)，289-300 

 

 



国際医療福祉大学紀要  第 15 巻 1 号（2010） 

－5－ 

 

 

表 1 看護用具の開発，改善への要望 

分  野 項  目 内   容 
1)寝衣・衣服 重症心身障害児の場合，自己刺激のためものを「かじる」行為がみられる。衣服の袖

口や前みごろを常にかじっているため，袖口の汚染，破損が顕著である。その部分だ

け頑丈な上着，一部分だけ取り外しのできる上着が欲しい。 
和式便器は本体と蓋が別になっている。急を要するとき，蓋をベッドの下や，患者さ

んの横になっているベッド足元に置くことがある。清潔の観点から問題である。その

ため，本体と蓋が一体になっているものも欲しい。（いろいろな形のものがあっても

良いのではないか） 

2)便器 

ウォシュレット機能のついた便器で操作ボタンが便座の横についていると，手足の麻

痺・変形があると，操作ボタンに触れることが多い。少し触れるだけで水がでて衣服

が汚染する。（壁掛け式以外のもの） 

食事・排泄・ 
清潔に関する 
もの 

3)洗髪車 ベッドとベッドの間隔が狭いと，洗髪車を移動させにくい。また洗髪時，首の固定部

が硬いために患者が苦痛である，うまく固定できない等の難点がある。自然な形で首

を固定できるもので，コンパクトな商品を希望する。 
1)車いす 車いすに抑制帯・安全ベルトが取り付けられているものを希望。抑制が必要な患者が

車いすに乗車した場合，抑制帯が車いすに添わないため確実な固定ができない。 
2)車いす用雨具 雨具が車いすと一体になっており，使用・収納が簡便なもの。 

活動・安静に 
関するもの 

3)抑制帯・安全 
  ベルト・ 
  グローブ 

マジックテープや金具で止めるようになっているが，マジックテープは洗濯に耐えら

れなくなり粘着力がなくなり機能しない。金具の場合，金具が体に触れると痛いし冷

たい。材質や硬さを配慮した製品が欲しい。グローブはしっかり装着していても，は

ずす患者さんが多い。はずれないような止め具と材質を検討して欲しい。 
1)インスロ 
  ネブライザー 

人工呼吸器のウォータートラップからの水抜きを頻繁にする必要がある。 
ウォータートラップの水抜き後に，カップの接続を確実にしないと，ガスリークや空

気漏れなどのトラブルを起こす。このカップの容量を大きくするなどして，頻繁に水

抜きをしなくても良い製品を望む。 
2)点滴チューブ 重症心身障害児の場合，自己刺激のためものを「かじる」行為がみられる。そのため，

チューブがつぶれたり変形したりして，落下速度が正確に投与できない。そこで，使用

済のチューブ類を使って点滴チューブを覆い，硬度を増すことで，児がかじっても変形

しないように工夫している。児がかじっても変形しない点滴チューブを希望する。 

治療・処置に 
関するもの 

3)ばんそうこう・ 
  テープ 

テープ類を貼るとき，うまく貼れなくて失敗することがある。このようなとき，一度

はがしても，再度使用できるものが欲しい。 
1)小児用血圧計 小児用の手首などにまいて測定する血圧計は，児が少しでも動くとエラーがでて測定

できない。また測定できても正確なデータを得られない。少々動いても正確に測定で

きる血圧計を希望する。 

計測・測定に 
関するもの 

2)車いす用体重計 車いすごと体重を測定する体重計は，体重計との段差があり車いすに乗車した状態で

体重計に乗るのに，数人の看護師の力を必要とする。一人で操作できる段差のない体

重計が欲しい。 
1)処置用ゴム手袋 処置ごとにゴム手袋を変えるために，頻繁に着脱する。薄い被膜（パラフィン）のよ

うなもので手をおおい，処置後は即洗い流せるようなもの。 
感染予防に 
関するもの 

2)ゴーグル 採血時や人工透析を受ける患者のルート確保時など，血液が飛沫した際，眼の防御を

するゴーグル。現在，ディスポーザブルでプラスティック製の商品があるが，装着し

たとき皮膚に密着しない，眼鏡をかけている人は使用しにくいなどの面がある。改良

を希望する。 
1)ベッド ベッドは，患者の年令，体形，症状で選択している。特に小児は多くの種類のベッド

があり，保管に広い場所を要する。使用する患者に合わせられるように，ベッドの大

きさ，機能を変化させることができるような製品が欲しい。 
2)吸引器 使用しない時は充電の必要があり，保管場所が必要。また，充電している際，事故防

止のためにコード類の管理も求められる。充電の必要のないもの，コード類が本体に

収納できるものが欲しい。 
3)災害時の避難 
  用具 

避難用タンカーは重く看護師の力では持てないものがある。また，災害時は布団を利

用して患者さんを搬送する教育を受けている。布団の活用とともに，ベビーを抱いた

り，おぶったりする搬送用品。さらに患者さんを寝た状態で階段をおろすことができ

る，そりのような製品があれば良い。 

管理・その他 

4)ゴミ箱 寝たきり状態の患者や意識は清明だが上肢に障害がある患者のベッドサイドにビニ

ール袋を取り付け，ゴミ入れにしている。患者の体位を座位にした際，ビニール袋が

手の位置からずれ，ゴミを入れられなくなる。看護師が患者の体位に合わせてビニー

ル袋の位置を変えている。ビニール袋に替わるゴミをすてる容器。 
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「車いすユーザーの求めるもの」 

理学療法学科  朝原 早苗 

はじめに 

栃木県内の車いすユーザー（自走）30 名を対象に郵

送で質問紙法によるアンケート調査を行い 20 名から

回答を得た。質問項目は障害となる環境と車いすに対

する要望とした。 

実施期間は 2009 年 12 月からであった。 

アンケート結果 

障害と思うこと：段差，階段が圧倒的に多く，スロ

ープ常置を希望していた（図 1）。しかし，スロープ（坂）

自体は 3 番目に多かった（図 1）。 

登れない坂：「よくある」と「時々ある」が合わせて

80％近かった（図 2）。 

坂で障害になること：「角度が急」で駆動が大変とし

た回答が大多数であった（図 3）。 

車いす駆動時の身体の痛み：一番痛みがある身体部

分を回答してもらった。肩が約 40％，手が 25％を占め

ていた（図 4）。 

車いすに対する要望（自由回答） 

駆動を楽にする車いすに対する工夫として，車輪を

自由に調節できる，自転車みたいな変速ギア，コンピ

ュータ制御，軽量の電動補助が挙げられた。外国製の

車いすはいいものが多いが価格が高すぎるので国産で

安価でいいものが欲しい。 

 

車いす駆動に関する筆者のこれまでの研究とアンケ

ート結果を合わせて 

車いすの重心を後方にすると平地では駆動が楽にな

るが，坂では後方に倒れやすくなる。そのため，坂で

はユーザーは体を前傾させて重心を前方に移動させる。

同時に肩関節の運動範囲が大きくなり負担になってい

ると考えられる。坂を登るときに車いすの重心位置を

前方に移動させる工夫はできないか，あるいは他の駆

動補助や駆動方法がないか研究を進めている。そのた

めに駆動したときに手が車いすに加える力を 3 次元で

計測できる技術と車いすの重心位置を可動させる加工

を研究者として求めている。 
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図 2 登れない坂 
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図 4 車いす駆動時の身体の痛み 
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また，現時点では外国製の車いす（スウェーデン製

パンテーラ）が世界で も進化していると言われ，ア

ンケートの回答でもユーザーに評価されていた。この

車いすは折りたたみ式でないためしっかりした坐位保

持が可能で，さらにたわみが少ないため駆動効率が良

い。また車輪調節が容易である。日本は土足禁止の生

活様式によって折りたたみが重宝されている。和式生

活を加味した車いすの開発を国内で行い入手しやすく

する必要がある。 

 

まとめ 

車いすユーザーはまず段差と階段がない坂による環

境整備を必要としている。しかし，坂は駆動負担が大

きい。駆動を楽にするために車いすには車輪の位置・

ギア調節による駆動補助，あるいは軽量の電動補助機

能を必要とし，外国製でなく日本製で手に入りやすい

ものを求めていることがわかった。 

 

代償手段の獲得とシーズ 

作業療法学科         谷口 敬道 

国際医療福祉 

リハビリテーションセンター  関森 英伸 

作業療法学科からは，自助具とよばれる障害者の自

立を支える身近な福祉用具について，臨床現場より発

達障害領域における子どもの生活を広げる小さな工夫

を報告し，産学協同の可能性を探る。 

1．身近な福祉用具～自助具について～ 

自助具とは，障害者の自立を支える福祉用具の一種

でありちょっとした工夫で生活のしづらさを解決する

道具である。例えば，カレーライスを食べる際にスプ

ーンで 後の一口をまとめる時，もう一方の手で皿を

持ち斜めに傾けて，米一粒にいたるまで掬い取り口に

はこぶ。両手が使えるから不自由を感じないがもし片

手しか使えない状況であれば，この 後の一口を口に

入れることは大変苦労を伴う動作となる。また，椅子

に座った姿勢で床に手をつけることが困難な状態の時，

どのようにしたら床に置いてある物を拾うことができ

るか，靴下を脱いだり履いたり出来るだろうか。この

ような普段何気なく行ってきた動作が障害を持つこと

で出来なったとき，作業療法士（以下 OT：Occupational 

Therapist）は対象者の一人ひとりに合わせて自助具を

作製する。前述の例は，「掬いやすい皿」，「リーチャー」

として現在，製品化されているが，従来，OT が臨床

現場で個別に作製してきた。製品化により販売業者の

カタログにも掲載されるようになり障害当事者が自ら

必要な自助具を購入することも可能な時代となってき

た。このことは製品化のメリットの一つであるが，製

品化に伴い，使用している材料や一般的な製品に比べ

て価格が割高感であること（100 円ショップで購入出

来てもよい程度の質感），当事者の状態に応じて作製し

たものと比べて自助具に自分を合わせて使用すること

となり，結果的に使いやすさの観点で定着が難しいこ

とがある。 

2．臨床現場から～こんなのが欲しい～ 

(1) 簡便な車いす用動力 

図 1 は市販のバッテリーカー（数千円程度）を運動

障害のある子ども用の椅子に取り付けたものである。

この椅子は，補装具の適用範囲内で個別的に製作が可

能であり，医師の処方を受けた OT・理学療法士（以

下 PT：Physical Therapist）が対象児の機能を評価し，

医師の意見書に基づいて業者（車いす製・姿勢保持装

置製作業者）が作製する。バッテリーカーは OT が取

り付けたものであり，既存の ON・OFF・MOVE の各

 

図 1 
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ボタンを改良し対象児のヘッドレスト部にスイッチが

配置されている。この結果，自ら座位を保持すること

が難しく床面上での移動手段を持たなかった児が，初

めて自ら移動する手段を確保することができた。さて，

補装具には電動車いすもあるが，その支給には，信号

の意味や色の概念を理解していること，周囲に対する

安全性の理解ができることなどの基準が定められてい

る。子どもの障害の場合，発達期にあり，知的発達が

安全性の配慮という高度な発達段階まで到達すること

を待たずに本事例のように自ら移動する経験を積み重

ねていきたい子どもたちが多く存在する。自費にて電

動車いすの購入も可能であるが，高額であり身体的に

も成長期に当たる場合，その適用は現実的でない場合

もある。 

そこで，外出目的ではなく自宅内や幼稚園・学校な

どの施設のなかで子どもの移動する経験を保障するた

めの遊具の一つとして，既存の車いすや座位保持装置

の外部に取り付けが可能な補助動力装置が必要と考え

ている。 

(2) 車いす用カメラホルダ・スイッチの外部出力 

移動手段の代償としての工夫・提案を（1）では述べ

た。次に，上肢の活動制限がある場合の工夫・提案の

一例を述べる。写真やビデオを撮ることは，子どもの

興味を引き出しやすく，他者とのコミュニケーション

や趣味・余暇活動に繋がり，撮影後の加工など自由度

が高い活動のため OT 場面で導入することが多い。 

事例 1 は，補装具として電動車いすが支給され，こ

のことにより日常生活において移動範囲が拡大した。

自由に外出するなかで素敵な風景に出合った時，写真

を撮りたい気持ちになるが，カメラを空間で保持する

ことができなかった。担当 OT は，フレキシブルパイプ

の一方にカメラの固定具，他方に車いすの肘あてに着脱

可能なようにクリップを取り付けた（図 2）。この工夫

により対象児は自らシャッターを押すことができた。 

事例 2 は，写真の構図の決定までは他者ともに行い，

自分の意志でシャッターを押すことを目的に工夫を行

った例である。この工夫のためには，まずカメラ本体

の機能として外部入力が必要となるが，一般的なコン 

 

図 2 

 

図 3 

 

図 4 

パクトデジカメではその機能が付属している製品に限

りがある。本製品は赤外線シャッターが付属しており，

シャッターボタンを改造し頭部の動きで ON・OFF を

可能とし，対象児は自らシャッターを押すことができ

た（図 3）。同様の動作を用いてテレビリモコンの入力

端子にスイッチを取り付けることで自ら TV 番組を選

択することが可能となった（図 4）。 
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本事例のように上肢・下肢の動きに制限がある場合

でも，環境設定や頭頚部の動きといった随意性が保た

れている関節運動を把握することで，本人の能力を引

き出すことが可能である。障害をもつひと，一人ひと

りに合わせた製品の開発は難しいことであるが，この

ような製品とひとを結びつけるインターフェースにつ

いては，多くの選択肢を希望したい。 

(3) 子ども用の音声認識ソフト 

事例 3 は，文章を書くことや PC 操作を希望するが

上肢・下肢の動きに制限がありスイッチ操作が困難な

ためその活動に制限がある。近年の音声認識技術の向

上には目覚ましく担当OTや家族も市販および基本OS

に付属している音声認識ソフトの利用を試みたが結果

的に実用まで至っていない。この問題点として，音声

認識ソフトは，画面に例示された文章を繰り返し読む

必要があり，その内容も小学校低学年では難しいこと

があげられる。音声認識のための対話式チュートリア

ルが子ども向けではないことから， 後まで基本条件

を満たすことが難しく認識率を高めることができない。 

前述までのハード面の工夫であれば，その可否が明

らかでありちょっとした工夫という視点で解決が図ら

れることもあるが，本例のようにソフトウエア面の活

用は難しい場合がある。もしかしたら取扱説明書に書

いていない方法を用いれば解決できることもあるかも

しれないが，現場の OT だけでは解決を図ることがで

きなかった。 

3．まとめ～産学協同にむけて～ 

リハビリテーションの現場は，病気の診断や治療，

心身の機能回復から地域生活の定着までと多岐にわた

る。そのなかで OT は，機能回復と同時に障害を持ち

ながらも自立した生活を送るためのアプローチを行う。

アプローチの内容は，対象者の残存能力を 大限生か

すことを念頭に置き，その機能に限りがある場合には

代償手段を用いて，活動・参加の実現を効果的に行う。

OT におけるシーズはこの代償手段の獲得にむけた検

討の中にあるといえる。その具体例を前記したが，今

回紹介した現場のシーズは 先端の高度技術が必要な

ものではない。このようないわゆるローテクが障害者

の生活自立に結びつくきっかけとなることをご理解い

ただきその種を育てていくことができる環境を整えて

いくことが急務と考える。 

今後は，「とちぎ医療機器産業振興協議会」のなかに

リハビリテーションの現場からの相談窓口の設置を期

待したい。このように，一人ひとりに合わせた代償手

段を検討するリハビリテーションの現場に企業側の参

画を得ることで，対象者にはより完成度の高い代償手

段の確保，企業側には各企業が持つ技術の応用性の検

討，リハビリテーションの現場には個々のセラピスト

の能力を超えた代償手段の検討，などの効果が期待で

きるといえる。 

 

言語聴覚療法と「ものづくり」技術 

言語聴覚学科  内田 信也 

はじめに 

言語聴覚療法は，乳幼児期から老年期へと渡る，様々

なライフステージにおいて生じるコミュニケーション

の障害を対象とする。関与する人体の器官としては，

耳，口，のど，脳などであり，また，コミュニケーシ

ョン以外の側面では，摂食・嚥下という飲食物の飲み

込みのリハビリテーションにも関与する。本論におい

ては，言語聴覚士（Speech Therapist: 以下，ST）によ

り行われる言語聴覚療法において「ものづくり」技術

がどのように貢献しているか，また，どのように期待

されているかについて，障害別に概説する。 

 

聴覚障害 

聴覚障害児者に対しては，補聴装置による聴覚補償

を行う事が必要とされ，代表的な補聴装置として，補

聴器および人工内耳が挙げられる。補聴器は近年，デ

ジタル化が大幅に進み，また，小型化・高機能化が果

たされている。人工内耳については，内耳に挿入する

電極などのハードウェア部分のみならず，マイクロチ

ップ上での音声情報処理などのソフトウェア部分の改

良も進み，高性能化が進んでいる。補聴器および人工

内耳は，国内外メーカー数社により，事実上，寡占状



国際医療福祉大学紀要  第 15 巻 1 号（2010） 

－10－ 

態にあり，各メーカーによる開発競争は激化している。 

一方で，日常生活の様々な生活場面における困難を

軽減するため，テレビや電話の音量増幅装置が開発・

市販されている。これらの装置の多くはアナログ方式

を採用しており，価格も数万円程度の安価な物が多い。

また，聴覚障害者にとって，日常生活における不自由

を解消するための機器は補聴装置・音量増幅装置に限

らず，自宅にて訪問者の来訪を伝えるためのフラッシ

ュライトや，目覚まし時計として活用される振動式枕

なども存在する。これらの装置については，聴覚障害

者のニーズの掘り起こしによっては，新規メーカーが

参入する余地は残されている。 

 

発声発語障害 

脳卒中により発声および発音を行うための器官（例

えば，口やノド。発声発語器官と称する）に運動麻痺

が生じたり，また，癌の根治的治療として発声発語器

官の摘出術を行った後遺症として，発声困難や発音不

明瞭となり，意思伝達に支障を来す事がある。こうし

た障害に対する「ものづくり」技術の貢献として，テ

キスト音声合成技術が期待されている。但し，テキス

ト入力には手の動きに障害を伴わない事が前提となる

が，多くの発声発語障害患者は，発声発語器官のみな

らず手足にも運動障害を有する。その場合には，限ら

れた運動機能を有効活用した，個々の患者に合わせた

スイッチの作成が必要とされる事もある。 

 

摂食・嚥下障害 

摂食・嚥下障害とは食物・飲み物を摂取する事の障

害である。食事は生命機能を維持する上でエネルギー

摂取のみならず，また，食べる楽しみといった生活の

質にも大きく関与している。摂食・嚥下障害により，

誤嚥（飲食物が肺へと混入する状態）や，窒息（食べ

物が気道に食べ物が詰まり呼吸困難が生じた状態）に

より，食事をする事が生命を危険な状態へとさらす事

もあり得る。そのため，安全に食べるための様々な工

夫が必要とされるが，その一つの方法が食べ物の形態

を変える事であり，こうした食品は嚥下食と呼ばれる。

様々な食品メーカーにより嚥下食が市販されており，

その種類もかなり多くなったが，それでも，健常者が

毎日，食べるバラエティに富んだ食事の種類に比べる

と，相当に限定されており，摂食・嚥下障害者の生活

の質の低下を招く一因となっている。特に在宅生活を

送っている嚥下障害者に対する嚥下食の供給システム

は未整備な所が多く，今後，食品加工企業と連携した

上での取り組みが求められるところである。 

 

失語症・高次脳機能障害 

脳卒中などが原因で大脳に損傷を受けた結果，言い

たい言葉が思い出しづらい，他の言葉に言い間違いを

してしまう症状が出現する事があり，これを失語症と

呼ぶ。失語症は脳内で伝達意図を言語に変換する過程

の障害である点が，発声発語障害と異なる。また，記

憶や，計算，注意・集中などに障害が出現する事もあ

り，これを高次脳機能障害と呼ぶ。失語症・高次脳機

能障害の訓練は，ST により，絵カードや文字カード，

写真などを用い，反復練習を重ねる事が重要である。

こうした反復訓練においては，少しずつ変化する対象

児者の反応に合わせ，即座に ST がフィードバックを

行う事や，刺激を操作する事が必要であり，こうした

技法を機械で自動化するのは困難である。 

この際，訓練教材として用いる題材は個々の患者の

障害の程度のみならず，例えば，花屋を営んでいる患

者に対しては，花の名前を訓練するなど，生活背景を

十分に考慮する必要がある。これは広い意味で，オー

ダーメイド医療の一つとして位置づける事が可能であ

る。しかし，個々の患者の生活背景に合わせ訓練の内

容や教材作成を行うには，訓練以外の時間で多くの時

間を割かねばならない。一方で，多くの機関では，経

営面の問題から，日中のほぼ全ての時間は患者の訓練

に当てる事が求められる状況であり，教材作成のため

の時間を確保できず，正規の勤務時間以外の時間で多

くの時間を割かねばならない（つまり，残業せざるを

得ない）というジレンマが存在する。この点について，

コンピュータを用いたソフトウェア技術は，こうした

負担を軽減する事に大きく期待されている。 
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例えば，計算に障害を有する患者に対して，2 桁－2

桁（繰り下がり有り）の計算問題（例，36-19=?）を毎

日 20 問作成する事とする。1 問を作成する所要時間は

数十秒であるが，20 問となると数分が必要となり，ま

た，次第に問題を想起する事が困難となってくる。さ

らには，過去に作成した問題と同一かどうかまでの確

認を行うとなると，かなり労力が必要となる。 

ここで期待されるのは，ソフトウェア技術である。

図に示すように，2 桁－2 桁（繰り下がり有り）の計算

問題の作成アルゴリズムは簡単である。但し，実際に

訓練教材として用いるためには，アルゴリズムのプロ

グラミングのみでなく，印刷機能や保存機能，さらに

は諸機能を操作するためのユーザ・インターフェイス

のプログラミングも必要となる。こうしたプログラミ

ング技術を用いる事により，計算教材の作成にかかる

時間を大幅に減少する事が可能である。 
 

 

図 2 桁－2 桁（繰り下がり有り）の計算問題作成アル

ゴリズム 

 

結語 

聴覚障害に対する人工内耳の効果は目覚ましいもの

があるが，今から 30 年前に人工内耳が現状のように普

及されることを予想できた者は極少数であったであろ

う。この事は，今後も，「ものづくり」の技術革新がリ

ハビリテーションのあり方を大きく変える可能性が示

している。例えば，ブレイン・マシン・インターフェ

ース（Brain Machine Interface: BMI）技術の研究が，

先端の脳科学においては盛んであるが，BMI 技術が実

用化された場合に，ST の行うコミュニケーション障害

に対するリハビリテーションも大きく変わるかもしれ

ない。コミュニケーション障害児者にとって，様々な

「ものづくり」技術が貢献しうる部分はまだまだ多く

残されており，今後，「ものづくり」技術を持った企業

と，臨床家との連携に大きく期待したいところである。 

 

視能訓練士の現場ニーズ 

視機能療法学科  四之宮 佑馬 

視能訓練士の主な業務は検査・訓練・検診・ロービ

ジョンケアの 4 つであり，その中でも検査業務は も

多く行われている。医療器機の進歩に伴い眼科検査器

機は多種多様となっているが，以前よりほとんど変化

のないことは，その多くが共通して光学台に設置され

ていることである。患者は座位をとり，頭部を顎台と

額当てに接地させて測定が実施される。技術情報交流

会での発表に先立ち臨床で勤務する視能訓練士に聞き

取り調査を実施したところ，眼科器機を設置している

この「光学台」に対する不満が噴出した。 

光学台の形状を簡単に説明すると，脚と支柱と天板

で構成されており，天板の上に検査器機を設置する。

多くの光学台は脚にキャスターが付いている。支柱は

脚と天板をつなぎ検査器機の重さを支えるために頑丈

に作られている。天板は電動で上下動するタイプが主

流となっており，そのための電源コードの接続部が脚

または支柱にある。 

患者が五体満足の成人であれば，無理のない姿勢で

検査を受けることができる十分な機能を光学台は持っ

ている。しかしながら，眼科外来には小児・高齢者・

車いす使用者が多く訪れるため，現行の光学台の機能

では対応し切れていない実態が聞き取り調査で明らか

となった。 

問題点を抽出すると も問題となっているのは車い

すでの測定であった。これを(1)車いすの前進の問題，

(2)車いすの高さの問題に分けて考えた。患者を車いす

に乗せたまま光学台へ近づけると， 初にフットレス

ト（足置き台）が光学台の脚に当たり，それ以上前進

できない。この状態では検査器機に患者の頭部が届か

ないので，前輪を少し持ち上げて前進することになる

が，今度は支柱に当たってしまう。写真 1 のようにフ
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ットレストをたたみ患者の足を光学台の脚に乗せた状

態で前進させると，ようやく十分に前進させることが

できる。写真をよく見て戴くと車いすの前輪を少し持

ち上げており，不安定な状態であることもわかる。 

次に高さの問題である。十分に車いすを前進させる

ことができたとしても，車いすの座面は検査用の椅子

より低く沈みこみも大きいため，光学台に設置された

検査器機の顎台に頭部を乗せるためには，光学台の天

板を下げなければならない。しかし，車いすにはアー

ムレスト（肘掛け）があるため，十分に天板を下げる

ことが不可能である。患者が体を起こして体勢を維持

できる場合は，介助者が背中を支えるなどして測定す

ることもできるが，不可能な場合は検査用の椅子に移

乗させることになる。結果的に臨床現場では，移乗動

作の負担が大きい患者であればあるほど，移乗が必要

となっていた。 

また，車いすに限らず高齢の患者の場合，検査姿勢

を維持するために光学台や設置された検査器機を手摺

りの代わりとして支えにすることがある。検査器機は

光学台の天板に載せられているだけなので器機の転倒，

延いては患者の転倒事故となり得る。眼科では，患者

が検査器機に体重を預ける姿勢を取った際に，医療従

事者がその器機を必死で支える場面に遭遇する。患者

に注意しても姿勢がふらつけばとっさに検査器機を支

えにするのが普通である。車いすに乗ったまま無理な

体勢で検査すれば，何かを支えにしたくなる気持ちは

十分に理解できるし，姿勢が不安定な患者を検査用の

椅子（背もたれ無し）に移せば，やはり支えが無いの

は不安であろう。 

以上の問題を改善する現場ニーズとして，(1)車いす

のフットレストをそのままで測定したい，(2)光学台を

上下だけでなく左右前後に十分に動かしたい，(3)安全

性を確保して欲しいという 3 つの要望を挙げた。一部

のメーカーからは若干改善した光学台が発売されてい

るが，設置できる検査器機が限られているのが難点で

ある。多くの検査器機を設置できる汎用性の高い光学

台が開発されることを期待したい。 

今回の聞き取り調査では光学台以外にも眼科専門の

各種器機に対する要望として，レンズセットの自動洗

浄機，使用頻度の高いレンズ交換の小道具，生産終了

となったレッドフィルターバーなどが挙がった。詳細

は表 1 をご参照願いたい。 

 

表 1 

自動レンズ洗浄機 レンズセットにある大量のレン

ズを傷めずに洗浄，乾燥できる機

械。 
レンズ交換の道具 検査で用いる凸レンズと凹レン

ズを素早く交換するための道具。

ペンライト 使用回数が多いためスイッチの

破損が多い。機械的に壊れないペ

ンライトを開発して欲しい。明

室・暗室の両方で使用するため，

調光可能で光色を赤にできるも

のが良い。 
レッドフィルターバー 生産終了になったが代替できる

道具がない。 
文字読み上げ機能 現行の文字読み上げ機能は新聞

に特化しており，本や雑誌，広告

などの文章構成では正しく読み

上げられない。読み上げ機能を強

化して欲しい。 
ナビ付きの○○ ナビ付きの白杖，ナビ付きの車い

すなど視覚障害者を音声誘導で

きる機器。 

 

視能訓練士が勤務する眼科は，小さな検査用具を使

用する頻度が高く要望も多い。その中でも今回は も

使用頻度の高い光学台について取り上げた。光学台は

眼科のみならず医療施設で多く使用されている器機に

もかかわらず車いすでの使用を考慮していない現状が

あり，ぜひとも改善を願いたい。 

 

写真 1 
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とちぎ医療機器産業振興協議会技術情報 
交流会の実施報告 

～診療放射線技師のニーズ紹介～ 

放射線・情報科学科  横塚 記代 

Ⅰ．はじめに 

栃木県内の中小企業に医療・福祉の現場でのニーズ

を紹介する技術情報交流会（以下，交流会）を 2010

年 2 月 3 日に本学で開催した。ここで，製品開発の参

考にしていただくために，診療放射線技師が職場で感

じるニーズを医療機器の見学および講演，情報交換に

よって企業に公開した。ニーズ調査の方法や交流会の

発表内容，交流会の成果としてアンケート調査による

企業側の感想を報告する。 

 

Ⅱ．方法（実施方法） 

1．学科内医用機器の見学（第 1 部） 

第 1 部として，診療放射線技師が業務で取扱う主な

医用機器の見学を C 棟 1 階で実施した。見学は 15 時

から 15 時 15 分の 15 分間で，X 線発生装置，X 線透視

撮影装置，CT 装置，MRI 装置を回りながら，検査の

概要や診療放射線技師の業務での動きなどを説明した。 

2．医療現場のニーズ紹介（第 2 部） 

医療現場のニーズ調査を本学の附属病院である国際

医療福祉大学病院と国際医療福祉大学塩谷病院および

本学本学科の教員を対象にアンケート調査を実施した。

アンケート内容は，ニーズを感じる状況や環境とそれ

らの改善点や開発して欲しいものとした。 

アンケート調査を行ったニーズを集計し，意見が多

かったものをまとめたスライドを提示しながら，13 分

間で口頭発表を行った。 

3．交流懇談会（第 3 部） 

第 2 部で紹介できなかったニーズの紹介や第 2 部で

発表した内容の質疑応答を行うことで，参加者と情報

を交換し，交流を深めた。 

 

Ⅲ．結果（発表，実施内容） 

1．学科内医用機器の見学（第 1 部） 

見学への参加者は 15 名おり，7 名と 8 名の 2 班に分

けて C 棟 1 階の見学および説明を行った。医用機器メ

ーカーの参加者からは，担当している機器以外のもの

を見ることができたことや開発の際に気が付きにくい

性能以外の改善点が分かり，見学が有意義であったと

のご意見をいただいた。 

2．医療現場のニーズ紹介（第 2 部） 

医療現場のニーズ調査では 3 施設 26 名に回答をいた

だき，ニーズは 28 件回収することができた。発表で紹

介をした内容は診療放射線技師の業務内容とその中で

感じるニーズ紹介であり，詳細な内容を下記で報告する。 

診療放射線技師の業務は大きく分けると三つ挙げら

れる。一つ目は，放射線や磁気，超音波などを用いた

各種画像診断検査を行い，診断画像を提供する。二つ

目は，放射線を用いて病気を治療する放射線治療に携

わる。三つ目は，患者様や施設，医療従事者における

放射線の安全管理を行う。これらの業務で携わる検査

を簡単に説明する。単純 X 線撮影検査は，一般的に「レ

ントゲン撮影」といわれ，骨や胸部，腹部を X 線で撮

影する。X 線透視検査は，健康診断で馴染みのある胃

のバリウム検査もこのひとつであり，X 線を用いてリ

アルタイムで体内を見ながら検査を行う。X 線 CT 検

査は，ドーム状の機械に入り，X 線を使って体の断面

像を撮影する検査である。MRI 検査は，磁気を用いて

体の断面像を撮るため，検査室内に磁性体の金属や精

密機器は持ち込めない検査である。超音波検査は，超

音波を用いて体内を調べるため，被ばくもなく，機器

が小型なため救急でも使用が可能である。核医学検査

は，放射線を出す薬を体内に投与して，体の外から画

像を撮る検査である。 近，人間ドックで行われる PET

検査もこの検査のひとつである。放射線治療は，放射

線を体に照射して，癌などの病気を治療する。高エネ

ルギーの放射線を使用するため，放射線の管理が重要

となる。 

現場のニーズで多かったものは，検査を安全かつ迅

速に行うために必要な補助具やディスポーザブル用品

についてであった。それらを中心に単純 X 線撮影検査

で 2 例，X 線透視検査で 1 例，X 線 CT・MRI 検査で 3

例，検査全般で 1 例のニーズを紹介した。単純 X 線撮
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影検査時のニーズとして「寝台用の幅が広いマットを

開発して欲しい。」や「血液や尿が浸透しない使い捨て

のシーツが欲しい。」，「撮影する部位を固定するもので，

固定されている側が痛くなく，しっかりと固定できる

スポンジが欲しい。」がある。X 線透視検査時のニーズ

としては「胃の造影検査で使用する肩当てを自動的に

肩部分に位置を調整する装置を開発して欲しい。」があ

る。肩当ては，水平よりも寝台を頭側に傾けた際の患

者自身の安全確保のために使用されるが，患者個々に

よって位置が異なるため検査の都度に位置を合わせる

（図 1a）。肩当ての位置を変えるためには，図 1b の丸

で囲んでいる 2 つのねじで調整が必要になる。短い時

間で行う必要がある胃の造影検査では，肩当ての自動

調整が可能になることで患者負担の軽減や診断画像の

質の向上にも繋がる。X 線 CT・MRI 検査時のニーズ

として「血液や造影剤が寝台に付いた際に除去が困難

な寝台の隙間やアームレスト（図 2 の丸で囲まれた部

分）を保護できる大きい使い捨てのシートが欲しい。」

や「足の枕用で丈夫なカバーやシートが欲しい。」，「小

児の頭部をしっかりと固定できる補助具が欲しい。」が

ある。検査全般のニーズとして「機器の構造上，寝台

が低くならないことがあるため，車椅子の患者様が上

り下りしやすい傾斜のある台を作って欲しい。」がある。

この台は，上り下りの介助スペースや車椅子の転落防

止などの安全配慮が必要になる。 

3．交流懇談会（第 3 部） 

主に第 2 部で紹介することができなかった通信およ

びソフトウェア関連のニーズを参加者に紹介した。ま

た，企業が開発している製品の説明を受け，使用者側

の意見を伝えるなどの情報交換を行った。 

Ⅳ． 考察（アンケート調査結果を踏まえた交流会の

成果） 

交流会の主催である栃木県が交流会に参加した方を

対象に行ったアンケート調査によると見学は時間が短

かったことが伺えるが，参加した方にとっては参考に

なる内容であったことが分かった。ニーズ紹介につい

ては，33 名中 11 名の参加者に放射線分野の発表が参

考になったと回答し，紹介したニーズが開発に活かせ

る商品があるとのご意見もあった。医用機器の開発で

は製造できる企業が少数であることから，多くの企業

で参考になりそうなニーズを紹介したことで多くの評

価を得ることができたと考えられる。 

 

Ⅴ．結論 

放射線分野のニーズを調査するにあたり医用機器の

改善に関するニーズがなかったことから，日本の医療

機器メーカーの技術の高さや顧客の意見を取り入れた

開発をしていることを実感した。今回，紹介したニー

ズが更なる開発の参考となり，栃木県の産業が発展す

る力添えになるように今後も微力ながら協力をさせて

いただきたい。 
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上げます。また，ニーズの情報を提供下さった本学の

放射線・情報科学科の皆様，見学実施をご対応いただ

きました本学科の室井健三先生に感謝いたします。 

 

 

      
    a．肩当てを使用している状況 b．位置の調整部分 図 2 寝台の隙間とアームレスト

 図 1 肩当ての使用方法 部分 
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介護職員の身体的負担と福祉機器使用の 
可能性 

医療福祉・マネジメント学科  須藤 昌寛 

目的 

高齢者施設の介護職員を取り巻く状況は，年を追う

ごとに厳しくなっている。その待遇の「悪さ」はマス

コミ等によって周知の事実となっているが，労働に伴

う身体的な負担に関しても，等閑視することができな

い問題となっている。たとえば財団法人介護労働安定

センター（2008）による，およそ 51,000 人の介護従事

者を対象とした調査（有効回答率 35.1%）では，38.2%

の人々が「身体的負担が大きい（腰痛や体力には不安

がある）」と回答している。この数字は入所型の施設を

対象にした場合，51.5%に上昇する。特別養護老人ホ

ームなどの施設では，介護に従事している職員の半数

以上が身体的負担を抱えていることになる。介護現場

のニーズの中には，「介護業務に伴う負担軽減」が含ま

れていることは想像に難くない。そこで本稿では，大

学関連施設の介護職員においても上述した身体的負担

があるのかどうかを確認するとともに，負担の種類に

ついても明らかにしていくことを目的とする。また近

年，介護ロボットや介護スーツの開発に関する報道を

耳にすることが多くなった。けれども介護現場から介

護ロボットや介護スーツを熱望する声を聞くことがな

い。そこで本稿ではこのような福祉機器に関する介護

従事者の意識についても考察していくことにする。 

 

方法 

国際医療福祉大学関連施設（特別養護老人ホーム 2

施設，老人保健施設 1 施設）の介護職員に対し，質問

紙による調査を実施した。質問の内容は，①介護をお

こなっていて困ることがあるか（ある場合その具体的

説明），②施設で使用しにくいと思われる福祉機器，③

あると良いと思われる福祉機器，④身体的負担を感じ

ているか，等について主に自由記述形式で尋ねた。質

問紙の配布は平成 22 年 1 月，調査担当者がそれぞれの

施設へ出向き，施設長，介護職員の責任者，生活相談

員等から介護職員へ手渡してもらうよう依頼した。回

収は配布日からおよそ 1 週間後とした。なお，今回の

調査では「介護現場のニーズ発見」が主目的となって

おり，本格的な調査研究ではないため，質問紙の配布

枚数は各施設担当者に一任し，介護職員の負担となら

ないように心掛けた。 

 

結果 

調査用紙は 69 人（女性 52 名，男性 17 名）から回収

することができた。回答者の年代は，10 代が 6%，20

代が 62%，30 代が 12%，40 代が 7%，50 代が 12%，

不明が 1%であった。 

「介護をしていて困ることがあるか」という質問に

は，「困っている」と回答したものが 65%，「困ってい

ない」と回答したものが 35%であった（n=69）。具体

的な記述例をあげると，「拘縮が強い利用者のベッドか

ら車椅子への移動や排泄介助」，「体の大きい人・重い

人の介助」，「認知症が進み，意思疎通の困難な人の対

応」などである。また，「どのような場面で困るか」に

ついては，「入浴場面」が 69%，「排泄場面」が 7%，「そ

の他」が 24%であった（n=29）。具体的には「入浴者

の肩や膝が出て冷えやすい」，「浴槽のお湯が溜まりに

くい」，「体の小さな方は，だんだん沈んでしまう」等

の記述があった。 

「身体的負担」については，「感じる」と答えた者が

77%，「感じない」と答えた者が 22%，「不明」が 1%

であった（n=69）。疲労の種類で 1 番多かったのは「腰

痛」で 61%であった（n=52）。「肩・背中の痛み」を訴

えた者が 8%，「その他」の回答が 31%であった。 

「施設で使用しにくいと思われる福祉機器」につい

ては，「リフト浴」，「特殊浴槽のリフト」，「トイレの高

さ」，「電動ではないベッド」，「ナースコール」等（自

由記述より抜粋）があげられていた。また，「あると良

いと思われる福祉機器」として，「軽量化したリクライ

ニング車椅子」，「簡単に出し入れできるスロープ」，「ト

ランスファーしてくれる機械」，「防水の PHS」等（自

由記述より抜粋）があげられていた。その他の記述と

して，「福祉機器より気持ちのある人相手の仕事なので

人の手がもっと欲しい」，「認知症による徘徊等が夜間
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起こった際に，1 人で対応しきれず業務が滞ることが

ある」，「ある利用者の方が男性だと拒否が強くスムー

ズに介助をおこなうことができない（女性スタッフの

負担が大きい）」などがあった。 

 

考察 

介護現場のニーズを探るため，大学関連施設 3 施設

において質問紙調査を実施した。結果の分析から，介

護業務をおこなうにあたって半数以上の職員が何らか

の「問題」を抱えていることが明らかとなった。その

「問題」を自由記述の内容から検討すると，高齢者を

移乗する際の負担が大きいということが浮かび上がっ

てくる。介護福祉の現場では，男性職員よりも女性職

員のほうが多いところが少なくない。今回の調査は悉

皆調査ではないけれども，回答者は女性職員のほうが

圧倒的に多い。入浴時や排泄時において，女性職員が

高齢者を抱えたり，持ち上げたりするための負担は相

当なものであろう。実際，今回の調査においても，身

体的疲労を感じている 52 人のうち，61%が腰痛を訴え

ている。けれども，身体的疲労や腰痛は，大学関連施

設だけの問題ではない。1997 年に東京都老人総合研究

所がケアスタッフの心身の健康をテーマに，介護職員

2,010 人を対象に調査をおこなっているが，60.7%の者

が腰痛を訴えている。腰痛は介護職員の宿痾だといっ

ても過言ではないだろう。また今回の調査では，介護

職員は入浴場面において「困る」と答えている。自由

記述からは，「入浴者の肩や膝が出て冷えやすい」など

ハード面の整備を求める声もあったが，先述した身体

的負担の原因が腰痛等であることを鑑みれば，滑りや

すく転倒のリスクが高い入浴時の介護がいかに大変か

想像に難くない。 

それでは現在の身体的負担を解消するため，福祉機

器使用の可能性はあるのだろうか。介護現場は「人手

不足」であり，「女性スタッフの負担が大き」く，職員

の中には腰痛を抱えている者も多い。職員の負担軽減

を目的とした機器の導入が進められたとしても不思議

ではない。今回の調査は実証を目的とした量的調査で

はないので，職員の声に耳を傾けるしかないが，「福祉

機器より気持ちのある人相手の仕事なので人の手がも

っと欲しい」という意見は傾聴に値する。介護という

仕事は，人間の五感能力を超える繊細さを要求する仕

事ではない。機械の能力を借りて，より精密な仕事の

遂行を目指すのではなく，利用者に寄り添い，コミュ

ニケーションを大切にしながら生活を支援する仕事で

ある。「人相手の仕事」と回答する職員にとっては，人

と人との直接的な触れ合いが業務をおこなううえで大

切なことだと考えているのかもしれない。 

機器導入の難しさは，職員の回答からだけではなく，

介護職員の「業務体制」からも推測できる。特別養護

老人ホーム（以下，特養）での生活は，ユニットケア

の導入以来，より日常生活に近づいてきた。しかし職

員の「動き」は，従来型特養の「動き」が皆無になっ

てはいないようである。ユニット型特養の中には「す

べて利用者の動きに合わせる」といった文字通り家庭

的なところもあるが，勤務表を作成し，「朝の 7 時から

8 時までが朝食，その後排泄及び入浴介助」というよ

うに 1 日の「流れ」を設定しているところもある。そ

の是非を論じるのが目的ではないが，少なくても 1 日

の流れが決まっている場合，職員は日々時間を意識し

ながら業務をおこなっていくことになるだろう。「人数

不足」が指摘されている日々の業務の中に，福祉機器

を身につけたり，ロボットが起動するまでの時間を待

つ心理的な余裕を見出すことは難しいのではないだろ

うか。職員の介護に対する「気持ち」や，業務中の「余

裕」という点から考えてみた場合，負担軽減のための

機器導入は難しいかもしれない。今回の調査に当たり，

配布・回収を担当した職員の中には「福祉機器は値段

が高い」，「使い勝手が悪い」と指摘していたことも付

け加えておく。 

蛇足になるが，今回の調査では設問を介護に関する身

体的負担に限定していたにもかかわらず，「精神的スト

レスが体に出て通院している」等，心理的負担を記入し

ているものが少なくなかった。介護職員の精神的ストレ

スに関する調査研究は枚挙に暇がないが，関連施設につ

いても職員のメンタルヘルスが課題になっているとい

う問題提起をおこない，本稿を終えることにする。 
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調査に協力していただきました，国際医療大学関連

施設職員の皆様に感謝申し上げます。 
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医療機器産業界への薬剤師業務における 
ニーズ紹介 

－とちぎ医療機器産業振興協議会・国際医療

福祉大学技術情報交流会における報告－ 
薬学科  横山 秀克 

はじめに 

医療の現場に潜在するニーズを発掘し，それを医療

機器産業に関わる企業に紹介し，医療機器開発の端緒

と成すことは，産学官連携において重要である。この

ような趣旨で，本学で開催された「とちぎ医療機器産

業振興協議会・国際医療福祉大学技術情報交流会」で，

薬学部としての事案を提供するために，薬剤師業務に

おけるニーズを調査しその紹介を行った。調査として

は，本学関連病院の薬剤部責任者に薬剤師業務におけ

るニーズについてのアンケートを実施した。その結果，

複数の現場より類似した内容のニーズがあることが分

かったため，その点について以下のようにまとめ，技

術情報交流会にて発表を行った。 

今回紹介を行ったのは，(1)錠剤粉砕機，(2)錠剤半切

機，(3)錠剤の薬品鑑別のための機械の 3 点である。こ

のうち(1)と(2)は薬剤師の業務のうち「調剤」にかかわ

るものである。調剤とは，医師・歯科医師・獣医師か

ら発行された処方箋に基づき，医薬品を交付すること

であり，薬剤師の独占業務である。昨今は服薬指導，

患者様の薬剤投与歴の管理，後発医薬品選択，未知副

作用の発見など多様な業務全てを含めて広義の調剤と

呼ぶようになってきているので，ここでいう「調剤」

とは狭義の調剤ということになる。(3)は薬剤師の業務

のうち「薬品鑑別」にかかわるものである。これは，

医薬品そのものから医薬品名を調べる作業である。多

くは，他病院からの紹介で持ち込まれた薬剤が対象と

なる。(1)と(2)に関しては，既存の医療機器に対する改

良のニーズ，(3)に関しては好適な医療機器が存在しな

いため，機器そのものへのニーズとなる。 

 

錠剤粉砕機 

錠剤粉砕機とは名前のとおり錠剤を粉砕する機械で

ある。嚥下障害など錠剤が飲めない患者様に対して粉

砕の指示があり，それに基づき粉砕作業を行っている。

処方箋枚数としては，施設にもよるが概ね 30 枚／日く

らいであり，1 日処方箋の約 5％にあたる。ただ，1 枚

の処方箋で 10 薬剤以上の粉砕があるので使用回数は

多くなる。 

錠剤粉砕機の一例を図 1 に示す。矢印部分のブレー

ドが回転することにより，錠剤が粉砕される。図には

提示していないがブレードを回転させる機構も付属し

ている。そして粉砕された錠剤は図 1 の左の部分に貯

留される。先に示したブレードに粉砕後の粉がつきや

すいのが問題点となっている。そのため，ブレードに

ついた粉を，はけや薬さじを使って手動で掻き落とし

ているのが現状である。また，粉砕された錠剤は多く

はそのまま使用することができず，篩を使って濾しと

る作業を手動で行わなければならない。これは，コー

ティングされている錠剤の場合，薬効成分は小粒径に，

コーティング部分は大粒径になるためで，粉砕後，薬

効成分が主である小粒径成分を篩により濾し分ける必

要があるからである。 

 

  
図 1 錠剤粉砕機の内部 
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このように，現状の錠剤粉砕機では，手間と時間の

かかる手動作業が必要となっており，この点が改良さ

れることが現場からのニーズとしてある。すなわち，

ブレードの形状・材質などを工夫することにより，粉

砕後の粉が付着しないブレードが作れないのか，もし

くは，ブレードを用いない別の粉砕法は開発できない

のか，というニーズである。また，粉砕作業において

篩を使うことが多いのであるから，粉砕機の中に篩で

濾しとる機能まで入れ込むことはできないのか，とい

うニーズもある。 

 

錠剤半切機 

錠剤半切機も名前のとおり錠剤を半分に切る機械で

ある。半錠（錠剤を半分にして投与）指示は，1 錠単

位の処方では投与量を調整できないときに出る。施設

にもよるが概ね 250 錠～350 錠／日の半錠作製業務が

ある。錠剤半切機には手動式のものと自動式のものが

あるが，手動式は大量の錠剤処理には向いていない。 

錠剤半切機は錠剤の半切に失敗することが多いのが

問題である。特に自動式では多い。失敗しやすい錠剤

として，丸みのあるもの，表面がコーティングされて

いるもの，やわらかいもの，割線のあるものがあげら

れる。割線とは錠剤表面に刻まれた直線上の溝のこと

であり，手で錠剤を半切しやすいように施されたもの

である。錠剤半切機（特に自動の場合）ではこの割線

と無関係の方向にブレードをあてて半切を行うため，

割線とブレード方向が一致しない場合は半切されない。

たとえば，割線とブレード方向が垂直関係にあれば，

錠剤は 4 つに割れてしまう。 

このような問題点があるため，現場からは以下のニ

ーズがある。すなわち，割線を認識して割線に沿って

切断してくれる錠剤半切機，そして，錠剤の形を認識

して，錠剤をしっかり固定して切断してくれる錠剤半

切機である。 

 

錠剤の薬品鑑別のための機械 

錠剤の薬品鑑別において，錠剤が PTP（Press Through 

Package）シートなどのパッケージに入っていれば，シ

ート上に医薬品名等が記載されていることが多いため，

その鑑別作業は比較的容易である。しかし服薬コンプ

ライアンスを向上させるために，一回に服用する錠剤

を一つの袋にいれる（一包化）ことが行われており，

こうした調剤の場合，錠剤は PTP シートから取り出さ

れて一包化されることになる。この状態では，錠剤が

パッケージに入っていないので，パッケージの情報が

使えず鑑別作業は時間がかかることになる。一包化錠

剤の鑑別は，施設にもよるが概ね 5-6 件／日だが，結

構な時間を費やすこととなる。 

錠剤表面には，表面裏面それぞれに記号数字が刻印

されている。この情報と他の情報（形状，色など）を

もとに錠剤鑑別を行う。錠剤表面積は広くはないので，

刻印されている文字は数文字程度で情報量は多くない。

この刻印文字情報と医薬品名をリストした「医療用医

薬品識別ハンドブック」が刊行されており，これを用

いて鑑別を行う。この刊行物の内容はデータベース化

されており，そのための検索ソフトウエアも提供され

ているが，錠剤表面の刻印文字情報を読み取って，入

力する作業は手動となる。 

そこで，現場のニーズとして，錠剤の薬品鑑別を自

動で行う機械が望まれている。すなわち，錠剤をこの

装置に入れれば，錠剤の表と裏の撮影を行い，その画

像情報より，刻印文字，形状，色を認識し，データベ

ースと照合し，その結果を医薬品情報として出力する

機械である（図 2）。 

 

カメラ 認識
データベース

と照合
鑑別結果
出力

錠剤

 

図 2 錠剤の薬品鑑別のための機械のブロック図 

 

おわりに 

以上，薬剤師業務におけるニーズとして(1)錠剤粉砕

機，(2)錠剤半切機，(3)錠剤の薬品鑑別のための機械の

3 点について紹介した。これらのニーズに基づく医療

機器の開発が成されれば，薬剤師が狭義の調剤業務に

費やす時間が減り，服薬指導や薬剤投与歴の管理など
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の広義の調剤業務により多くの時間がとれることにな

り，患者様に提供できる医療レベルの向上に，より貢

献できると思われる。 
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320列Area Detector CTと重症下肢虚血評価

の可能性 
国際医療福祉大学病院 心臓血管外科  村上 厚文 

抄録 

閉塞性動脈硬化症に起因する下肢壊疽患者（重症下

肢虚血患者：Critical Limb Ischemia; CLI）の救肢と生命

予後改善という問題と取り組んでいる。重症下肢虚血

の患者は糖尿病，透析患者に多くみられ生命予後が極

めて悪く，足に壊疽を起こして切断すると 5 年後では

なく 1 年後に 4 人に一人がなくなるとう悲惨な現状が

ある。このため積極的な血行再建により救肢が必要と

なるが，大前提となる虚血部位の診断検査が必ずしも

十分ではない。 

今回の情報交換で東芝製 320 列 Area Detector CT 技術

は，どこに血行再建すれば，肢切断にいたらなくても済

むのか，切断を余儀なくされても適切なミニマムの切断

部位はどこなのかを判断するうえで，極めて重要な情報

を与える可能性があることがわかった。まだ技術的に

解決しなければならない問題はあるが，今後共同研究

により十分臨床応用可能と考えられたので報告する。 

 

Ⅰ．はじめに 

国際医療福祉大学病院 心臓血管外科は血管病診療

を中心に展開している。特に閉塞性動脈硬化症に起因

する下肢壊疽患者（重症下肢虚血患者：Critical Limb 

Ischemia; CLI）の救肢と生命予後改善という問題と取

り組んでいる。今回，国際医療福祉大学技術情報交流

会に参加する機会を得たが，CLI 患者における下肢虚

血状態を精度の高い次元で診断するという難題に対し

て，東芝メディカルシステムズ（株）の CT 技術が臨

床的に大きな進歩を与えてくれる可能性があることを

知った。まだこれから臨床応用方法を検討していく段

階であるが，現在の我々の抱える問題点と東芝メディ

カルシステムズ（株）が持つ技術の応用と可能性につ

いて報告する。 

 

Ⅱ．方法 

臨床サイドの抱える問題点について，国際医療福祉

大学病院 心臓血管外科における治療内容を紹介する。

また東芝メディカルシステムズ（株）製 Area Detector 

CT の概要について紹介する。 

 

Ⅲ．結果 

1．臨床サイドの抱える問題点 

21 世紀に解決すべき 2 大疾患は，癌とそしてアテロ

ーム血栓症に起因する血管病である。 

後者に属するものは脳梗塞，心筋梗塞や下肢閉塞性

動脈硬化症などが代表である。我々は閉塞性動脈硬化

症の中でも特に重症下肢虚血と言われる病態に対して

力を入れて取り組んでいる（図 1）。重症下肢虚血の患

者は糖尿病，透析患者に多くみられ生命予後が極めて

悪く，足に壊疽を起こして切断すると 5 年後ではなく

1 年後に 4 人に一人がなくなるとう悲惨な現状がある

（図 2）。多くの癌よりも予後不良である 1）。 

このため，積極的に血行再建を行い救肢に努めてい

る。低侵襲手術である血管内手術を積極的に取り入れ，

また従来のバイパス手術を組み合わせたハイブリッド

手術を行っている。この際もっとも重要な点は，大前

提となる虚血の程度を具体的に示すことが出来る診断

である。すなわちどこにどのような血行再建を行えば

も効果的なのかを明らかにすることである。動脈硬

化性病変を有する患者の血管病変の特徴は，しばしば

高度の石灰化を伴い多発性に病変を有することである。
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このため現行の造影 CT ではしばしば狭窄判定が不能

で，また血管造影検査を行っても虚血部位が領域とし

てどの程度血流を必要としているのか判断が困難であ

る場合が多い。 

現在血流の状態を診断する客観的方法は，足関節－

上腕血圧比（Ankle-brachial pressure index；ABI）と画

像診断法であるCT angiographyやMR angiographyなど

である。詳述はさけるが，石灰化病変や微小血流の診

断能には限界がある。これを補うものとして経皮的酸

素分圧（TcPO2），皮膚還流圧（Skin Perfusion Pressure; 

SPP）などがある（図 3）。特に SPP は有用性が高い診

断法として評価されているが，実は皮膚表面からわず

か 5mm 程度の深さまでしか診断出来ないのが現状で

ある 2)。壊疽を起こした足を全体として評価できる方

法が待ち望まれているのである。 

2．東芝メディカルシステムズ（株）製 Area Detector  

CT の可能性 

CT は従来のアキシアル像による診断のほかに，

volume renderig による 3D，MIP など色々な機能が付加

されてきた。さらに“一つの臓器を継ぎ目なく，等時

相で捉えたい”という発想のもとに開発された 320 列

Area Detector により，160mm のエリアを 0.35 秒の瞬速

スキャンで 1 回転するだけで臓器の微細な構造をあり

のままに表現することが可能になっている。これによ

り形態撮影とともに，動態・血流撮影が可能になった。

現在脳や心臓領域の評価に応用が始まっている 3)。 

この方法を下肢にも応用すれば，前述したような問

題が解決される可能性があるのである。基本的には造

影剤が末梢へ流れていく量を可視化して評価手段とす

るものである。1 本ずつの血管の閉塞，狭窄を評価す

るのではなく，一定の領域をmassとして評価するもの

である。しかし，脳や心臓と比べると下肢では，血流

状態をはじめ撮影タイミングや正常状態，またはコン

トラストをどのように設定するかなど多くの解決すべ

き問題が残っている。今後これらの問題を一つずつ解

決していけば，かつてないレベルでの虚血状態の評価

が出来，治療効果を格段に改善することが出来る可能

性が出てきた。 

図 1 重症下肢虚血患者の左足部。左 3，4 趾切断後の

潰瘍再発 

 

 

図 2 重症下肢虚血患者の生命予後。1 年後で 80％以

下，5 年後では 50％以下になっている。（TASC 
II，文献 1 より） 

 

 

 
図 3 皮膚還流圧測定器，SensiLase PAD 3000。 

（カネカメディカル パンフレットより） 
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Ⅳ．考察 

東芝製 320 列 Area Detector CT 技術は，どこに血行

再建すれば，肢切断にいたらなくても済むのか，切断

を余儀なくされても適切なミニマムの切断部位はどこ

なのかを判断するうえで，極めて重要な情報を与える

可能性がある。一方，造影剤の使用量，レントゲン被

曝量，評価範囲などまだまだ解決して行かなければな

らない問題も多い。企業も臨床サイドの必要とする情

報は何なのかを知り更なる技術革新を望むところであ

る。以前はドクターの意見を聞いて技術開発を行って

いたが， 近は技術の進歩が先で，それをどう臨床応

用するかという状況になっているというお話を伺った

が，まだまだ臨床サイドから情報発信しなければなら

ないことも沢山あると痛感した。 

 

Ⅴ．結論 

320 列 Area Detector CT 技術を臨床応用し，重症下肢

虚血患者における新しい虚血状態の評価を可能にする

ことを目標とする。 
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The hybridoma technique, via the cell fusion method has 

allowed us to maintain a stable supply of monoclonal anti-

body with specific characteristics.1 Accordingly, cancer 

diagnosis and treatment has been attempted using radioiso-

tope-labeled monoclonal antibody.2,3,4 The characteristic 

parameters of the antibody, such as specificity, immunore-

activity, and affinity are considered to play important roles 

as key factors in the success or failure of this method.  

However, no report has yet appeared regarding the man-

ner in which tumor accumulation of antibody and the ki-

netics are affected, following clinical evaluation of anti-

body, based on characteristics in vitro. The aim of this 

study is to develop the clinical application as pilot study for 

the diagnosis of pelvic recurrence of rectal cancer was at-

tempted to show the clinical usefulness of the antibody 

selected based on the fundamental studies.  

 

1. Antibody preparation 

Murine 1B2 antibody (whole body IgG) was produced 

and subjected to quality control at Immuno-Biological 

Laboratories Co., Ltd (Gunma, JAPAN)5 and some kinds of 

preclinical toxicity evaluation using animal model was 

performed, resulting that a significant margin of safety not 

to exceed toxic doses was claimed.  
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2. Labeling of antibody with 99mTc 

Antibody was labeled with 99mTc using two stage proce-

dure by the technique of Mather and Ellison.6 

(a) Reduction: the monoclonal antibody 1B2 was radio-

labeled with 99mTc using a 2-mercaptoethanol (ME). 

 By ultrafiltration, the antibody was concentrated to 

2mg/ml. Add sufficient 2-mercaptoethanol to provide a 

molar ratio of 1000:1/2-ME:antibody. And incubate at 

room temperature for 30 min with continuous rotation. 

The reduced antibody was purified by gel filtration by 

Sephadex-G50 (Pharmacia) using PBS as mobile phase. 

The adequate antibody fractions were selected to freeze 

immediately at -20oC to stock until use.  

(b) Radiolabelling: the antibody was labeled by the addi-

tion of 99mTc, stannous ion and a weak complexing 

agent such as methylene diphosphonate (MDP).  

 The MDP solution was reconstituted using MDP kit 

(Medi+physics: Japan) with 5 ml of 0.5% saline injec-

tion. Add 50 μl of MDP solution to antibody and mix 

well. A large amount of 99mTc-pertechnetate was added 

to antibody/MDP mixture to wait 10 min. We will later 

check the labeling efficiency by chromatography using 

ITLC to confirm to be >95%. 

 

3. Clinical cases and imaging 

Five patients (all males, aged from 51 to 72) were se-

lected (Table 1). All of patients suffered from recurrent 

rectal cancer, those were all proved to have adenocarci-

noma by histopathology. The recurrent site of cancer was 

three patients of the pre-sacral spaces, the others were 

pre-urinary space and mesorectum. In three patients, recur-

rent sites were surgically removed after radioimmunodetec-

tion. The amount of antibody used was 2 mg, and the ra-

dioactivity of 99mTc was 30MBq-45MBq. Radioimmunoi-

maging was performed with GE STARCAM 3000/4000 

SPECT system, then an intravenous injection of 99mTc la-

beled 1B2 antibody diluted in 100 ml of 0.9% NaCl solu-

tion was administrated to the patients. The anterior, poste-

rior, left and right side planar static scanings were taken 6 

and 48 hours later. This study has been approved by The 

Ethics Committee of Medical Faculty of Graduate School 

of Medicine, Chiba University and all patients involved 

have given informed consent. 

 

4. Histological evaluation  

Operative samples were also assessed histologically. The 

first phase included H&E staining. Removed tissues were 

investigated by an immunohistochemical method using 

anti-CEA antibody (Anti-Human CEA 1B2 Mouse MoAb: 

IBL Japan) and mouse IgG antibody (Anti-Mouse IgG 

Rabbit Biotin: IBL Japan). Immunohistochemical staining 

for CEA and mouse IgG was carried out using the 

avidin-biotin-peroxidase complex method.  

 

5. Immunodetection and imaging 

Based on these fundamental experiments, we decided 

that antibody 1B2 was most sensitive for the clinical use 

among three antibodies. As shown in Table 2, radioimmu-

noscintigraphy using 1B2 was conducted for five patients 

diagnosed with pelvic recurrence of rectal cancer. The 

maximum diameters of the tumors ranged between 3.0 cm 

and 6.0 cm, and the dose of each antibody was standardized 

at 2 mg. Patients were dosed with 99mTc labeled antibody, 

for a total radioactivity of 30-45 MBq. At 6 hours after 

dosing, images of the labeled antibody were radio-graphed, 

and the recurrent tumor lesions were visualized as hot spots 

in all cases of pelvic recurrence of rectal cancer targeted in 

this study. Although the blood CEA concentrations ranged 

from 3.1 to 3821 ng/ml, demonstrating a fair variation, the 

medical findings upon scintigraphy were not affected. The 
99mTc labeled antibody was cleared immediately after dos-

ing, becoming impossible to detect on the radiograph at 48 

hours post-injection. In the three cases of recurrent lesion 

excision which occurred after the imaging, immunohis-

tological searches were conducted to confirm the accumu-

lation of the monoclonal antibody inside the tumor, using 
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anti-mouse IgG antibody, showing IgG accumulation inside 

the tumor in all cases. Fig 1 shows the immunohistological 

image and findings of a typical case (case 4). Recurrent 

lesions of high intensity (T2 highlighted image) by the MRI 

examinations were recognized over the sacrum (Fig 1A). 

High isotope accumulation was recognized via scintigraphy 

(lateral radiograph) at 6 hours postinjection of the 99mTc 

labeled antibody (Fig 1B). High expressions of CEA (Fig 

1C) and mouse IgG (Fig 1D) were detected via immu-

nostaining inside the excised tissues. The patients` white 

blood cell count ranged from 3760 to 7960 per mm3 during 

72 hours of antibody administration. The relevant labora-

tory findings were all negative or within normal range. 

Significant toxicity or symptom was not showed in all 

cases. 

 

6. Discussion 

In the application of radioimmunoscintigraphy and ra-

dioimmunotherapy using monoclonal antibody to perform 

the diagnosis and treatment of cancer, it is essential that an 

antibody with both affinity and specificity for the cancer 

tissue is administered. In addition, it is also necessary that 

the accumulation of radioactivity be higher in the affected 

lesion than in the surrounding tissue. In this study, the can-

cer specificity, immunoreactivity, and affinity (i.e., the 

characteristic parameters of the antibody) were measured 

using a cell binding assay. The tumor accumulation and 

kinetics, as well as the correlation between these two char-

acteristics were then examined using tumor-bearing ani-

mals. In this examination, the characteristic parameters of 

the antigen (e.g., the labeling conditions and the trans-

planted tumor) were constantly integrated. Regarding the 

host response, it was reported that the expression of HAMA 

began at around 2 weeks after dosing7. Accordingly, an 

experimental system designed for completion within a 

week was established, in order to eliminate this influence. 

According to the results of the binding assay in vitro, the 

affinities of the three kinds of CEA-specific antibodies 

examined in this study were nearly identical, whereas the 

immunoreactivities exhibited significant differences 

amongst the antibodies. The in vivo and in vitro results 

regarding the tumor accumulation and kinetics of the anti-

bodies were compared, indicating that antibody tumor ac-

 
Table 1 Characteristics of patients underwent clinical 

application. 

 
Table 2 Results of radioimmunodetection 

 

Figure 1 The representative case (case 4) is figured in the 
T2 highlighted image by MRI examination (A), 
high isotope accumulation in immnoscintigra-
phy (B), the representative fields of human CEA 
(C) and mouse IgG (D) expression by immuno-
histochemical staining of surgical resected 
specimen. 
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cumulation varied with immunoreactivity. Alternately, the 

possibility is suggested that antibody affinity affects the 

excretion of the antibody to outside the body. Although the 

data is not shown, four kinds of CEA non-specific antibod-

ies were also examined concurrently. Those antibodies had 

nearly the same immunoreactivities, but different affinities. 

The internal behaviors of those antibodies exhibited a delay 

of clearance, due to high affinities, leading to an increase in 

physiological accumulation (i.e., the background radioac-

tivity). We were already able to demonstrate that differ-

ences in antibody specificity, immunoreactivity, and affin-

ity exerted a significant effect on not only tumor accumula-

tion, but also antibody distribution8. Based on the prelimi-

nary experimental data shown above, antibody 1B2 was 

selected as the most appropriate CEA-specific monoclonal 

antibody for radioimmunoscintigraphy. For cases of clinical 

application, informed consent was received from each pa-

tient in accordance with the recommendations of the Chiba 

University ethical committee on the safety examination as a 

preclinical examination. Five clinical cases of local recur-

rence of rectal cancer following operation were targeted. 

Generally, the diagnosis of local recurrence tended to be 

insufficient in terms of qualitative diagnosis, relying exclu-

sively upon ordinary diagnostic methods (e.g., CT or MRI), 

due to existence of the cicatricial tissue following the op-

eration, and the anatomical positions. Some reports have 

appeared regarding the use of labeled anti-CEA monoclonal 

antibody for the diagnosis of pelvic recurrence of rectal 

cancer9, 10, 11. However, there found to be no reports on 

studies of clinical application, based on prior examination 

of the characteristic antibody parameters and selection of 

the theoretically most appropriate antibody. In the results of 

this study, significant accumulations of the isotope in re-

current areas were recognized in all of the targeted clinical 

cases, suggesting the clinical availability of the selected 

1B2 as well as the importance of the fundamental ex-

aminations applied before use. Furthermore, a high level of 

CEA expression, and the accumulation of mice IgG in the 

excised specimen were recognized immunohistologically, 

supporting results regarding accumulation of the antibody 

in the tumor. In conclusion, based on the results of this 

experimental model study, it is important to undertake pre-

clinical examinations of the characteristic parameters of the 

antibody for clinical applications, in terms of the reduction 

of irradiation in normal tissues. Furthermore, preclinical 

examinations are also essential in ensuring reproductivity 

in the radioimmunodetection for cancer. 
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